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展開方向３ 災害に強い農村地域づくり  

 

 

 

 

(１)  重要性・緊急性を考慮した計画的な対策 

 

・ 本県は県土が広く、海抜ゼロ 

メートル地帯を含む低平地に農 

地が多いことから、農業水利施 

設が大きく貢献しています。 

増加する豪雨などに対応する 

ため、引き続き対策の実施が必 

要です。 

 

・ 近年、局地的豪雨や地震の発 

生により、全国でため池の決壊 

が発生しています。 

県内においては、令和３年３ 

月に 653箇所を防災重点農業用 

ため池*6に指定するとともに、 

防災工事等推進計画*７を策定し 

ています。 

 

・ 本県の地すべり防止区域は、 

地区数、面積とも全国１位であ 

り、全国の４分の１に当たる約 

２万９千 ha*8となっています。 

災害を未然に防ぐ対策の実施 

のほか、これまでに整備した施 

設の老朽化対策の計画的な実施 

が必要です。 

 

*6 防災重点農業用ため池とは、下流に住宅や公共施設等があり、施設が決壊した場合に影響を与える恐れ等のあるもので、

防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法に基づき県知事が指定したため池。 

*7 防災工事等推進計画とは、新潟県防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進計画。 

*8 農村振興局所管の地すべり防止区域面積。 

本県では、平成 16 年の中越大震災、平成 23 年７月新潟・福島豪雨など、度重なる大規模災害

に見舞われています。近年頻発する局地的豪雨や地震などによる災害のリスクに備え、湛水や地

すべり、ため池の決壊などの被害を未然に防ぐため、重要度・緊急度に応じた対策を進めるとと

もに、地震や水害等の経験を活かした地域防災力の向上と災害からの速やかな復旧を図ります。

また、あらゆる関係者が流域全体で行う協働の取組である「流域治水」を推進します。 

現状と課題 

【県内の防止区域】 

【大雨による浸水被害の様子】 

【防災重点農業用ため池の対策状況】 

【低平地の排水を担う巨大ポンプ群】 

【ため池決壊の様子】 

【大規模地すべりの様子】 
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● 湛水被害の防止 

・ 湛水被害を防止するため、施設の機能向上や、地盤沈下により機能が低下した施設の機能回復

など、重要度・緊急度に応じた整備や、既存施設の長寿命化を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 防災重点農業用ため池の整備 

・ 災害の発生を未然に防止するため、防災重点農業用ため池については、地震・豪雨、劣化の評

価を進めるなど、防災工事等推進計画に基づき計画的に対策を進めます。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

● 土砂災害の防止 

・ 土砂災害の未然防止のため、地下水の上昇などによる地すべりの発生を防止するための対策や、

老朽化対策を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

対応方向 

 

【湛水被害防止のための排水路】 

湛水防除事業 新発田東部地区（新発田市） 

【河川に排水する排水機場】 

湛水防除事業 新発田東部地区（新発田市） 

【ため池堤体の崩落】 

末沢地区（上越市） ため池整備事業(地震対策ため池防災)  

鐙坂第１地区（十日町市） 

【ため池の耐震対策工事】 

【地下水上昇などによる地すべり】 

岩之入地区（柏崎市） 

【地すべりを抑止する堰堤工】 

地すべり対策事業 野辺地区（小千谷市） 
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（２） 地震や水害等の経験を活かした地域防災力の向上と災害からの速やか
な復旧 

 
 

・ 頻発するゲリラ豪雨などへの対応については、 

 排水路の整備などのハード対策だけでは限界が 

 あります。自ら災害から身を守るためには、地 

域全体で防災対策を講じる必要があります。 

・ 災害が発生した場合は、速やかな復旧が必要 

になるため、機動的な対応が求められています。  

 

 

● 地域防災力の強化 

・ ため池のハザードマップを作成し、ホームページで公開するなど、地域の防災力の向上のため、

情報を積極的に発信します。 

● 被災箇所の早期復旧 

・ 災害が発生した場合は、事前に整備した体制により機動的に対応し被災箇所の早期復旧に努め

ます。また、大規模災害時には、関係機関との連携による市町村支援などにより、復旧の迅速化

を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

対応方向 

現状と課題 

【被災した農道の復旧】 

【ため池ハザードマップ】 

避難箇所 

避難箇所等情報をお知らせ 

【図2-3-1 防災重点農業用ため池の 

ハザードマップ作成数】 （地区） 

資料：新潟県調査 
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（３） 流域治水の推進 
 

・ 近年の水災害による甚大な被害を受け、国の社会資本整備審議会が「気候変動を踏まえた水災

害対策のあり方について」答申を公表、流域の全員が協働して流域全体で行う持続可能な治水対

策(流域治水)への転換が提言されました。 

・ 県内の一級水系については国土交通省北陸地方整備局、二級水系については県地域振興局が事

務局となり流域治水協議会が設立され、一級５水系、二級６圏域で「流域治水プロジェクト」が

策定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 農地・農業水利施設を流域治水に活用 

・ 農業用ダムの洪水調節機能を強化するため、治水協定を締結し事前放流・貯水位運用に取り組

みます。 

・ ため池がもつ降雨の一時貯留機能が発揮されるよう堤体の補強を進めるほか、ため池管理者に

対し降雨前に水位を下げる取組やため池管理アプリを活用した適正管理が図られるよう促します。 

・ 田んぼダムの取組について、関係機関と連携し農家の理解を得るとともに、多面的機能支払交

付金の活用を推進しながら普及啓発を図ります。 

・ 農地に加え、市街地、集落を含む地域からの排水処理を担う排水施設の整備を進めます。 

 

《関連する事業》 

 ・湛水防除事業 ・地すべり対策事業 ・地盤沈下対策事業 ・ため池等整備事業 

 ・防災重点農業用ため池緊急整備事業 等 

現状と課題 

対応方向 

排水施設の活用

○ 越後平野では18箇所の主要な農業用
排水施設の多くが24時間稼働し続けている。

○ その結果、越後平野の約６割に相当
する約６万haの農地と、約3万8千ha
の宅地等を水害から守っている。

越後平野の機械排水区域

機械排水区域

主な農業用
排水機場
（県管理）

水田の活用（田んぼダム）

一時的に田んぼに貯留
○ 全国の田んぼダム取組推計面積約４万ha
のうち、県内全体で約1万5千haで取り
組まれている。

田んぼダム調整管設置の例

○ 宅地と比較し、水田があることで、
約2.5倍の流出量の抑制効果が期待できる。

○ 田んぼダム(排水口への調整管及び調整
板等の設置による流出抑制)によって、下
流域の洪水被害リスクを低減する。

真上から見た調整管
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【トピックス④】 

大規模災害時における新潟県の支援体制 

新潟県では過去の大規模災害の経験と教訓を生かし、大規模災害が発生した場合、早期復旧に向

けた市町村支援などを行うため、ＮＰＯ法人にいがた水土里支援センター、新潟県土地改良事業団

体連合会の協力により、技術支援などを即応的に行う体制を整えています。 

 

　○　災害発生時（大規模） 　○　防災体制（平時の点検等）

※大規模災害とは、県・市町村に災害対策本部が設置される規模の災害を想定している。

新潟県農村防災・災害支援協議会

・（ＮＰＯ法人）にいがた水土里支援センター
・新潟県農地部
・新潟県土地改良事業団体連合会

支援
（ボランティア）

被災市町村等
（査定申請団体）

連携

各県協議会
連携

新 潟 県 農 地 部

被 災 地 域

支援要請

（ ＮＰＯ法人）にいがた水土里支援センター

日常点検、防災点検
（ボランティア活動）

市町村、土地改良区等
（施設管理者）

ボランティア
支援要請

災害発生

連携

連携

水利組合

農家組合

関係農家

点検

点検

支援、派遣
（業務）

啓発・広報

点検

点検依頼

事務局
新潟県土地改良事業団体連合会

 

 

 

 

 

 

 

講習会の様子                査定設計書作成に係る技術支援 

 

新潟県における防災・災害支援体制（イメージ） 
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【トピックス⑤】 

ため池管理アプリ 

ため池管理アプリは、

国立研究開発法人「農

業・食品産業技術総合研

究機構」が開発したもの

で、発災時の現場情報を

早期に把握するとともに、

関係機関との情報共有、

初期対応の指示など、迅

速な災害支援に資することから国が運用しています。 

普段使っているスマートフォンやタブレットにため池管理アプリをインストールすることで、現

場からため池の点検結果や状況写真が簡単に送信できます。 

また、送信された点検結果は、ため池防災支援システムで市町村、県、国が確認し、緊急を要す

る場合は迅速な対応が可能となることから、県では市町村職員やため池管理者等に操作方法を説明

するなどアプリの普及に努めています。 

【ため池管理者のメリット】 

・ 質問に答える形で点検できるので分かりやすい。 

・ 質問内容に合った写真の撮影、保存ができる。 

・ 点検結果が国のサーバーに保存されるのでデータ管理が安心。 

・ 台風が近づいている時など、事前に点検を行うよう連絡がもらえる。 

 

【トピックス⑥】 

新潟県ため池サポートセンター 

農業用のため池を適正に管理・保全し、災害の発生

防止を図るための技術支援を目的に、県、市町村及び

新潟県土地改良事業団体連合会で「新潟県ため池サポ

ートセンター」を設立しました。 

主に次のような活動を通じ、ため池における災害発

生の未然防止を図ります。 

○ため池管理者向けの研修会を開催し、日常管理の

方法や地震発生後など緊急時の対応について普及

啓発を行う。 

○専門技術者による、ため池の堤体に異常が無いことなどを確認する現地パトロールや、ため池

管理者からの相談に対する技術的なアドバイスを行う。 




